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２００６年度（２００７年２月期）

決算発表資料
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目 次

＜数値の表記について＞

資料中、特に注記がない場合を除き下記の

方法により記載しております。

◇全て連結を対象として記載しています。

◇記載金額は百万円未満を切り捨て

◇比率は小数点第２位を四捨五入

◇会計期間は３月１日から翌年２月末日

１．決算ハイライト

２．決算概況

３．２００７年度計画

４．中期経営計画

５．（会社概況）
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営業収益

１．決算ハイライト

過去最高の営業収益・経常利益・純利益を達成過去最高の営業収益・経常利益・純利益を達成

経常利益

当期純利益

１１１,１７０

５,４８５

２,９９８

前期比 １７８.４

前期比 １８５.７

前期比 ２２６.４

年間配当金 １８円 ３０円へ増配

経常利益率 ４.７％→４.９％へ

純利益率 ２.１％→２.７％へ

百万円 ％
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２．決算概況
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①損益計算書（要約） ２．決算概況

◇―は期首予想公表なし

単位：百万円

２,９９８

５,４８５

５,５７６

１１１,１７０

２００６年度

２２６.４%２.７%２.１%１,３２４当期純利益

１８５.７%４.９%４.７%２,９５３経常利益

１８９.０%５. ０%４.７%２,９４９営業利益

１７８.４%１００.０%１００.０%６２,３２３営業収益

前期比
営業

収益比

営業

収益比
２００５年度
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②セグメント別売上高 ２．決算概況

◇２００５年度の建設施工の実績は事業区分変更に合わせた場合の数値です。

２００５年度

２００６年度

単位：百万円

建設施工

２１.６％

警備保安

１９.６％

施設管理

３３.５％

清掃

２４.０％

その他１.４％

４７,３８２１７７,１%１０８,７９８６１,４１６

②その他部門

１,２４０２４６,３%２,０８９８４８その他事業

４８,６２２１７８.１%１１０,８８７６２,２６４
①＋②

売上高合計

施設管理事業 １２,２８０１５８.８%３３,１５１２０,８７０

ビル管理部門合計

建設施工事業

清掃事業

警備保安事業

１３,４４６

１４,９１６

１２,１８２

２００５年度

１４,３６８

３３,６１３

２７,６６４

２００６年度

１０６,９%

２２５,３%

２２７.１%

前期比

９２２

１８,６９７

１５,４８１

増減額

①ビル管理部門

建設施工

１３.０％

警備保安

２５.０％

施設管理

２９.９％

清掃

３０.３％

その他１.９％

◇その他事業は、土地・建物の賃貸事業、技術研修事業及び人材派遣業などです。
◇上記の売上高は営業収益から賃貸料収入とその他営業収入を除いた金額です。

◇各部門とも好調、特に施設・警備・環境は大幅増
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２．決算概況③グループ内外別売上高

グループ内

５９.９％

グループ外

４０.１％

◇合併後のグループ内売上高比率は約６０％

４８,６２２１７８.１%１１０,８８７６２,２６４売上高合計

６,４７９１１７.０%４４,４９０３８,０１０グループ外

グループ内 ４２,１４３２７３.８%６６,３９６２４,２５３

２００５年度 ２００６年度 前期比 増減額

グループ内

３９.０％

グループ外

６１.０％

◇上記の売上高は営業収益から賃貸料収入とその他営業収入を除いた金額です。

２００５年度
２００６年度

単位：百万円
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④貸借対照表（要約） ２．決算概況

単位：百万円

２,７５５１９,１６９１６,４１３純資産合計

固定負債

流動負債

投資等

無形固定資産

有形固定資産

１７,５１１４８,０８４３０,５７３
負債・純資産

合計
１７,５１１４８,０８４３０,５７３資産合計

８８３４,０５８３,２２５

１３,１１３１４,１６１１,０４７

１４,７５５２８,９１５１４,１５９負債合計２２４２,０２６１,８０２

５,４０５７,４６７２,０６２１４,１７１２０,２４６６,０７５固定資産

９,３５０２１,４４７１２,０９６３,３４０２７,８３７２４,４９７流動資産

増減額２００６年度２００５年度増減額２００６年度２００５年度
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⑤キャッシュフロー計算書 ２．決算概況

営業活動によるキャッシュフロー 投資活動によるキャッシュフロー 財務活動によるキャッシュフロー

○税引前当期純利益の計上
⇒５５.２４億円の増加

○減価償却による内部留保
⇒４.８３億円の増加

○仕入れ債務の減少などその他非資
金項目の増減
⇒１５.１９億円の減少

○㈱イオンテクノサービスの株式取得
⇒１５５.１２億円の減少

○㈱イオンテクノサービスの株式取得
のための資金調達
⇒１５０億円のキャッシュの増加○イオンへの貸付金の返還

⇒２０億円のキャッシュの増加 ○当期返済分の返還
⇒３６億円のキャッシュの減少

○配当金の支払い
⇒３.７７億円のキャッシュの減少

単位：百万円

△７２５

６１３

△１,３３６

１１,３５９

△１１,８８７

△８０９

増減額

９,４６９

１０,１９４

△７２４

１１,０２１

△１３,４２６

１,６８０

２００６年度

(２００７.２)

１０,１９４現金及び現金同等物の期末残高

９,５８１現金及び現金同等物の期首残高

６１２現金及び現金同等物の増減額

△３３８財務活動によるキャッシュ・フロー

△１,５３９投資活動によるキャッシュ・フロー

２,４８９営業活動によるキャッシュ・フロー

２００５年度

(２００６.２)

○法人税等の支払い
⇒２５.５７億円の減少
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ビルメンテナンス企業の二極化が加速

総
合
力
の
あ
る
企
業
に
集
約
さ
れ
る

顧客ニーズが「単一」から「総合」へと変化
地方・主要都市に拘らず施設、警備、環境のフルサービス化が求められる。

オーナーへの
リポート力、省エネ、修理・修繕の提案力が必要
不動産流動化の加速に対応する。

価格だけが評価基準ではなく、

業務品質や企業力が問われる時代
耐震強度偽装問題、入札談合問題や、

エレベータ、ガス機器等の事件・事故を背景に契約のあり方が見直されている。

総合力・企画力のあるサービス提供
「官」から「民」へ、民間委託の推進が加速。

ＰＦＩ事業・指定管理者制度、市場化テスト等

民
間
ビ
ジ
ネ
ス

パ
ブ
リ
ッ
ク
ビ
ジ
ネ
ス

⑥当期のメンテナンス業界の動向 ２．決算概況
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⑦資格保有数、№１―従業員保有資格数―

１７,０７１合 計９１０第一種電気工事士６２消防設備士乙種１類１２２危険物取扱者丙種

５７（その他）５２２級管工事施工管理技士５７消防設備士甲種５類１,６９４危険物取扱乙種４類

１雑踏警備検定2級４１１級管工事施工管理技士２９１消防設備士甲種４類４４危険物取扱者甲種

５７

２４

３６０

１４６

１４

５７

１４

１

４

１

４７

１１０

９

１５

４５

７

９２７

１,８１７

保有人数

駐車監視員

防災教育担当資格者

防災センター要員講習受講者

普通救命講習修了証

上級救命講習修了証

自衛消防技術認定証

貴重品運搬業務検定2級

貴重品運搬業務検定1級

区分所有管理士

マンション管理士

病院清掃受託責任者

常駐警備検定２級

常駐警備検定１級

防除作業監督者

清掃作業監督者

防火管理者乙種

防火管理者甲種

第二種電気工事士

資格名

２４

２５８

１,１４６

１,０５１

９８

１０

３３

２８

１０８

２３

２０

１６

１００

９

３６

５４

２

１２１

保有人数

４３

６０

１４４

６２９

６６１

３０

１７９

２５５

７

４９

１５９

１,０５８

３６２

９

７９９

２２２

２６

９

保有人数

２６０

２１

９５

３０９

２２６

２４６

１１

４７

４８

３４

２９

１７

３０１

３６６

５０

１５１

２０

１６

保有人数

消防設備士甲種３類

消防設備士甲種２類

消防設備士甲種１類

第二種消防設備点検資格者

第一種消防設備点検資格者

公害防止管理者

第二種衛生管理者

第一種衛生管理者

水道技術管理者

浄化槽管理士

ボイラー整備士

２級ボイラー技士

１級ボイラー技士

特級ボイラー技士

第三種冷凍機械責任者

第二種冷凍機械責任者

第一種冷凍機械責任者

毒物劇物取扱責任者

資格名

１級建築士１級建築施工管理技士

消防設備士乙種６類交通誘導警備１級

消防設備士乙種５類貯水槽清掃作業監督者

ビルクリーニング技能士

宅地建物取引主任者

機械警備業務管理者

警備員指導教育責任者

建築設備検査資格者

特殊建築物等調査資格者

工事担当者デジタル２種

工事担当者デジタル１種

工事担当者アナログ２種

工事担当者アナログ１種

２級建築士

消防設備士乙種７類

消防設備士乙種４類

消防設備士乙種３類

消防設備士乙種２類

資格名

工事担任者ｱﾅﾛｸﾞﾃﾞｼﾞﾀﾙ総合種

建築物環境衛生管理技術者

第二種電気主任技術者

エネルギー管理士（熱）

統括管理者

交通誘導警備２級

昇降機検査資格者

防火対象物点検資格者

第三種電気主任技術者

第一種電気主任技術者

空気環境測定実施者

防犯設備士

２級建築施工管理技士

管理業務主任者

エネルギー管理士（電気）

資格名

資格保有者さらに増加、延べ１７,０００名以上(３.１４資格／１名)

◇上記は２００７年２月末日時点のデータであり、当社が業務上必要と認める公的資格の抜粋です。

２．決算概況
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ディライトウェイ

⑧人材育成

イオンディライトグループ人事教育方針

競争優位
生産性の向上を
継続的に実現

処遇向上
競合他社を上回る

処遇の実現

効率的運営
正しい評価・意欲・

処遇改善・効率運営

働きがい
高効率・働きやすい

職場環境

人材育成
イオンディライトは

「人」が最大の資産

従業員の
「安全」と「健康」
に配慮し、努力を

惜しまない

産業化へのイノベーション
人と人との「絆」を強め、絶えず技術革新を行う人材の育成

経営理念

イオン
ディライト
行動規範

私の約束

ビジョン

ルール遵守とホスピタリティの育成

独自の資格基準

AD設備管理士

AD環境保全士

AD警備保安士

お客さまの資産価値の
最大化を図るプロ人材

安全・快適の基準を常に進化させ続け、そして産業へ

２．決算概況

公的資格基準
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ＡＩＣシステムＡＩＣシステム（（AAeondelighteondelight IInspection&nspection&CCommunication)ommunication)の推進の推進

ＡＩＣ
システム

【 情報ハブ機能 】

業務計画情報 計画業務実施漏れ情報

入館施設情報

業務実施情報

退館施設情報

契約情報

⑨当期における活動内容 ―提供業務の品質向上― ２．決算概況
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１．イオングループ外事業の拡大１．イオングループ外事業の拡大

① 大型商業ビル、商業施設、オフィスビル、高級レジデンシャルなどを受託

② 花火大会、マラソン大会、サッカーＪリーグなどのイベント警備を受託

③ ＰＦＩ事業、指定管理者物件を多数受託

２．イオングループ内事業の拡大２．イオングループ内事業の拡大

① イオンＳＣ 新規オープン全店受託

② 未受託であったイオンマルシェ、ポスフールも切替受託

⑩当期における活動内容 ―事業の拡大― ２．決算概況
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⑪新規就業先（抜粋）

ＬＡＺＯＮＡ川崎プラザ

（神奈川県川崎市）

大型商業施設

モレラ岐阜

（岐阜県本巣市）

大型商業施設

鎌倉芸術館

（神奈川県鎌倉市）

文化施設

江戸川総合文化
センター

（東京都江戸川区）

市民交流施設

最高裁判所

国立劇場

成田空港

島根あさひ社会復帰促進
センター整備・運営事業

新浦安マーレ

２．決算概況
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旧ジャパンメンテナンス 旧イオンテクサービス

合併効果・シナジー

イオンディライト

両社資産の有効活用と効率的な経営両社資産の有効活用と効率的な経営両社資産の有効活用と効率的な経営

① 営業力の強化による業容拡大

② スケールメリットを活かした仕入価格の適正化

③ バックオフィス部門の統合

⑫当期における活動内容 ―経営基盤の強化― ２．決算概況
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３．２００７年度計画
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①業績予想 ３．２００７年度計画

単位：百万円

３,６００

６,８００

１２０,０００

２００７年度

(２００８.２)

１２０.１%３.０%２.７%２,９９８当期純利益

１２４.０%５.７%４.９%５,４８５経常利益

１０７.９%１００.０%１００.０%１１１,１７０営業収益

前期比
営業

収益比

営業

収益比

２００６年度
（２００７.２）
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②利益還元について（配当予想） ３．２００７年度計画

０７年２月期末の株式配当予想の修正については、０７年１月１７日に「平成19年2月期（第34期）配当予想の修正に関するお知らせ」として開示しました。

２００６年度の実績に普通配当５円を増配

０７年２月期末の株式配当は５月下旬に開催予定の株主総会で決議した場合であり、現時点の予定としております。

３０円

―

３０円

２００７年度

(２００８.２)

予想

３０円

５円

２５円

２００６年度

(２００７.２)

１８円
年間配当

（計）

―記念配当

１８円

２００５年度

(２００６.２)

普通配当
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実践力、危機対応力、リポート力、

マネジメント力等の向上

プロフェッショナル人財の育成

当社グループ最大の資産は「従業員」

当社独自の資格制度 ・イオンディライト行動規範

・私の約束

「ディライトウェイ」

ルールの遵守とホスピタリティ（おもてなしの心）
の醸成

スキルの向上スキルの向上 品格面の向上品格面の向上

３．２００７年度計画

③「いい仕事をするイオンディライト」を目指します
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イオンディライト行動規範

１ 私は常に多くの人々から支えられて
いることに感謝し、謙虚な気持ち
を持ち続けます。

１ 私はいかなるときも、正直で誠実な
行動を貫きます。

１ 私はお客さまの期待を上回るサービ
スを提供するために、常に自分を
磨きます。

１ 私はイオンディライトの環境価値の
創造に、ためらうことなく挑戦を続
けます。

１ 私はよき企業市民として、地域社会
への奉仕につとめます。

－ 私 の 約 束 －

１ 私は法令や規程に、違反しない
ことを約束します。

１ 私は品質マニュアルを守り、お客さま
の信頼を裏切りません。

１ 私は安全を最優先し、事故の防止に
努めます。

１ 私は常にお客さまと上司に、報告・連
絡・相談をします。

１ 私はお客さまとの契約内容を、遵守し
ます。

１ 私は環境汚染防止に、全力をつくす
ことを約束します。

私はコンプライアンスキーパーで
あり続けます。

３．２００７年度計画④ディライトウェイ ―イオンディライト行動規範、私の約束―
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コストパフォーマンス
とクオリティの向上「両社の長所」

少数精鋭の
筋肉質な本社

「組織機構改革」

Ｉ Ｔ シ ス テ ム 統 合 の 完 成

量の追求
質の追求

３．２００７年度計画⑤合併効果・シナジーを追求します
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警備保安警備保安

美観を保持する

クリンリネス技術

清清 掃掃

独自のＩＴシステム、独自のＩＴシステム、
人間工学、心理学人間工学、心理学
といった科学的なといった科学的な

アプローチアプローチ

「事後保全」から

「予防保全」へ

施設管理施設管理

犯罪者を作らない

警備保安

日本における安全・快適の基準を進化させ続ける
３．２００７年度計画

⑥ビルメンテナンス業からビルメンテナンス産業へ
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国内マーケット

海外マーケット海外マーケット

① イオングループの新規出店を全てサポート

② 両社が持っていた営業体制を統合し強化

①① イオングループの新規出店を全てサポートイオングループの新規出店を全てサポート

②② 両社が持っていた営業体制を統合し強化両社が持っていた営業体制を統合し強化

グループ外新規顧客の開拓を加速する。グループ外新規顧客の開拓を加速する。グループ外新規顧客の開拓を加速する。

① イオングループや日系企業の海外戦略と連動

② アジア戦略（中国、タイ、マレーシア）の推進

①① イオングループや日系企業の海外戦略と連動イオングループや日系企業の海外戦略と連動

②② アジア戦略（中国、タイ、マレーシア）の推進アジア戦略（中国、タイ、マレーシア）の推進

世界に通用するビルメンテナンスのグローバル企業へ。世界に通用するビルメンテナンスのグローバル企業へ。世界に通用するビルメンテナンスのグローバル企業へ。

３．２００７年度計画⑦さらなる成長をいたします
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４．中期経営計画
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①２０１０年度のＰＬ（目標） ４．中期経営計画

営業収益 経常利益 当期純利益

１,１１１.７億円

５４.８５億円 ２９.９８億円

６８億円 ３６億円

２,０００億円 １５０億円 ７５億円

単位：百万円

２００６年度
２００７年度

予想

２０１０年度
(１１.２)

２００６年度
２００７年度

予想

２０１０年度
(１１.２)

２００６年度 ２００７年度
予想

２０１０年度
(１１.２)

１,２００億円

約２.７倍

グラフの大きさはイメージです。

３.８%

７.５%

１００.０%

３.０%

５.７%

１００.０%

２.７%

４.９%

１００.０%

７,５００３,６００

６,８００

１２０,０００

２００７年度予想

２,９９８

５,４８５

１１１,１７０

２００６年度

当期純利益

１５,０００経常利益

２００,０００営業収益

２０１０年度目標

ＰＬ

約１.８倍

約２.５倍
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②２０１０年度のＢＳ（目標） ４．中期経営計画

◇上記の目標値は期間中、株式分割や増資等を実施せず、現在と同じ状況で推移した場合。グラフの大きさはイメージです。

４８０.８

億円

２８９.２

億円

総資産
負債

純資産
１９１.７

億円

７００億円

３２０億円総資産

負債

純資産

３８０億円

２００６年度 ２０１０年度
(１１.２)

１.４６倍

５４.０%

２６.２%

１９.８%

１,９１０円

３８０円

３.８%

７.５%

２０１０年度目標

３９.８７%

１３.９%

１６.８５%

９６６.４１円

１５１.１７円

２.７%

４.９%

２００６年度

自己資本比率

ＲＯＡ(総資産経常利益率）

ＲＯＥ(自己資本当期純利益率)

ＢＰＳ(１株当り純資産）

ＥＰＳ(１株当り当期純利益)

売上高当期純利益率

売上高経常利益率

２．経営指標

１．ＢＳ
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既存事業の成長戦略
イオングループ内事業の拡大

イオングループ外事業の拡大

新規ビジネス戦略

新規事業への取り組み

積極的なＭ＆Ａ・ｱﾗｲｱﾝｽ

経営基盤の強化戦略

人財の育成

組織・風土の改革

成長戦略を支える財務基盤

三

大

戦

略

③「環境価値」創造企業へ ―３大戦略― ４．中期経営計画

メンテナンス業から「環境価値」創造企業へ
業から「産業」への変革を実現する３つの戦略
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④新しいメンテナンスを創出 ―アライアンスー

全国展開する小型商業施設の施工・メンテナンスを実施し、そのきめ細かい対応と機動力で

多くの方々からの信頼を得ている 「エイ・ジー・サービス株式会社」と業務・資本提携しました。

◇エイ・ジー・サービス株式会社の情報は３月２８日に情報開示した際におけるデータであり、現時点における最新のものではありません。

８,２００店舗管理物件数

全国に展開するコンビニエンスストア、ファー
ストフード店など大手フランチャイズ店舗の電
気・空調・内装設計施工・設備メンテナンスな
ど業務に必要なＡからＺまでをトータル管理

事業内容

http://www.a-zsv.co.jp/ホームページ

本社・東京・西東京・千葉・埼玉・神奈川・静
岡・仙台・大阪・福岡

３,５９０百万円

（２００６年３月）

７,４００万円

１３０名

代表取締役会長 渡邉 敏美

代表取締役社長 小林 一

東京都新宿区市谷砂土原町3-4

生泉市ヶ谷ビル４階

事業所

売上高

資本金

従業員数

代表者

本社所在地

エイ・ジー・サービス株式会社

強力な仲間がグループに参加。商業施設の管理実績ナンバー１
として日本の「新しいメンテナンス」を提案する企業集団を目指します。

４．中期経営計画

当社が不足する機能を充足

小型商業施設の総合管理
店舗設備の設計・施工

【24時間・365日】
お客さまのお困りごとに対応できる
コールセンター機能強化
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５．会社概況
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イオンディライトは、

お客さまの「環境価値」を創造し続けます。

①ディライトウェイ ―経営理念― ５．会社概況
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安全・快適を常に進化させる

「環境価値」創造のパイオニアとなる。

②ディライトウェイ ―ビジョン― ５．会社概況
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③日本の新しいメンテナンスを創出 ―イオンディライトグループ―

イオンディライトセレス㈱

金融施設管理のエキスパート

資本金 1000万円

本社所在地 東京都目黒区

りそな銀行グループから
イオンディライトグループへ（２００４年7月）

イオンディライトタワーズ㈱

バックオフィスサポートのエキスパート

資本金 ３000万円

本社所在地 東京都文京区

日本信販（現ＵＦＪニコス）グループから

イオンディライトグループへ（２００４年12月）

イオンディライトアカデミー㈱

次代を担う技術者養成のエキスパート

資本金 ３000万円

本社所在地 大阪市中央区

２０００年６月設立

大阪府認定職業訓練校指定

イオンディライトセキュリティ㈱

商業施設警備のエキスパート

資本金 ３000万円

本社所在地 大阪市中央区

２００３年３月設立

全国小型商業施設の施工・メンテナンスで抜群の信頼性

エイ・ジー・サービス株式会社
資本金 ７,４００万円

本社所在地 東京都新宿区

全国８,２００店舗の管理実績

２００７年３月業務・資本提携

さらにグループ力を発揮して日本のメンテナンスを創出します
５．会社概況
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2,110
1,697

2,511
2,953

5,485

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2003.2 2004.2 2005.2 2006.2 2007.2

1,132

148

860

1,324

2,998

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2003.2 2004.2 2005.2 2006.2 2007.2

④損益推移

前年比前年比前年比前年比

２,９９８

５,４８５

５,５７６

１１１,１７０

２００６年度

１８５.７%１１７.６%２,９５３１４７.９%２,５１１８０.５%１,６９７２,１１０経常利益

１８９.０%１１７.８%２,９４９１４８.５%２,５０４７９.７％１,６８６２,１１６営業利益

１４８

５５,７４９

２００３年度

１３.１%

９９.３%

１,１３２

５６,１５３

２００２年度

５８０.６%

９８.１%

１５３.８%

１１４.０%

２２６.４%

１７８.４%

１,３２４

６２,３２３

２００５年度

８６０

５４,６６５

２００４年度

当期純利益

営業収益

56,153 55,749 54,665
62,323

111,170

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

2003.2 2004.2 2005.2 2006.2 2007.2

営業収益 経常利益 当期純利益

単位：百万円１．推移グラフ

２．損益の推移

５．会社概況

単位：百万円
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⑤経営指標推移

９６６.４１円８２５.２８円７７３.２６円1株当たり純資産

２.８３回２.２６回２.１５回総資本回転率

３９.８７％

２.７０％

４.９３％

１３.９％

１６.８５％

１５１.１７円

２００６年度

２.１１％１.５７％売上高当期純利益率

１０.７％９.９％ＲＯＡ（総資産経常利益率）

８.２９％５.７０％ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）

５３.６９％

４.７４％

６４.２６円

２００５年度

６２.７０％

４.５９％

４１.６６円

２００４年度

自己資本比率

売上高経常利益率

ＥＰＳ（一株当たり当期純利益）

（ご参考）

５．会社概況
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⑥契約物件数データ

うち

指定管理

うちＰＦＩ

５６１９１３２４

９４２３３１１１３１１１３１１１

９,８５３４,０８０１,８６３６,８８８２,８４２１,１３５７,００４２,９４０１,１７７５,８５９２,３５９１,１１１

（グループ内）

ダイヤモンドシティ・ミュー、ポスフール

イオン大日SC、イオン高崎SC、

盛岡南サティ、東福岡ﾋﾞﾌﾞﾚ・・・他

（民間）

ＬＡＺＯＮＡ川崎プラザ（川崎市）

モレラ岐阜（本巣市）

前橋ホテル（前橋市）

甲府グランパーク（甲府市）

ミント神戸（神戸市）・・・・他

（官公庁）

大阪市中央体育館

宝塚市立病院

新浦安駅前プラザマーレ（ＰＦＩ）

江戸川区総合文化センター（指管）

鎌倉芸術館（指管）・・・・他

（グループ内）

―

（民間）

HSBCビルディング（東京都中央区）

三田駅前一番街（三田市）

プラザウエスト（神戸市）

プラザ伊勢崎（伊勢崎市）

・・・・他

（官公庁）

航空保安施設・銚子VORTAC

産業技術総合研究所臨海副都心C

大阪府警本部

国立劇場

・・・・他

（グループ内）

―

（民間）

モラージュ柏（柏市）

ティアラ２１（熊谷市）

浦安ブライトンホテル（浦安市）

ベルファ宇治（宇治市）

倉敷成人病センター病院棟（倉敷
市）

・・・他

（官公庁）

成田空港旅客ビル税関

広島国際会議場

大阪合同庁舎第三号館

新宿区立新宿中央公園・・・・他

（グループ内）

―

（民間）

スピカ下館（下館市）

エスキス表参道（東京都渋谷区）

味の素グループ大阪ビル（大阪市）

ホテルモントレ山王（大田区）・・・他

（官公庁）

最高裁判所

横浜地方裁判所

市立吹田市民病院

税務大学名古屋研修所

京都工芸繊維大学・・・他

主要

受託

実績

（新規）

７,９４８

１,９０５

計

３,３８９

６９１

清掃

１,２６８

５９５

警備

６,２１６

６７２

計

２,５９９

２４３

清掃

９２９

２０６

警備

６,３１５

６８９

計

２,６９１

２４９

清掃

９６９

２０８

警備

５,１８７

６７２

計

２,１３２

２２７

清掃

８９１

２２０

警備

６１９２２３２３２２２５
グループ内
（件）

３,９１０２,９１１２,８８７２,３８９合計

３,２９１２,６８８２,６５５２,１１１
グループ外
（件）

施設

２００３年度

施設

２００６年度

施設

２００５年度

施設

２００４年度

◇PFIはPFI事業による受託、指管は指定管理者制度による受託

◇２００６年度は契約件数をカウントしており、同一敷地内でも契約先が異なる（ショッピングセンターのテナント様との個別契約など）場合はそれぞれでカウントしております。

５．会社概況
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⑦従業員の状況

４５.２４４.１４１.８４３.１４２.４平均年齢（才）

１,２２７７３８８７６１,０６３１,１５２計

４,１７７２,５８０２,４６３１,９９８２,０５６計

女 性

男 性

女 性

男 性

年度

性別

８,２３８

２,８３４

１３３

１,０９４

３６７

３,８１０

２００６年度

(０７.２）

５,７６２

２,４４４

１３２

６０６

１８４

２,３９６

２００５年度

(０６.２）

５,８３８

２,４９９

１３１

７４５

１５７

２,３０６

２００４年度

(０５.２)

６,８９３

３,３３２

１７６

８８７

１００

１,８９８

２００３年度

(０４.２）

７,２０４

３,９９６

２１３

９３９

７２

１,９８４

２００２年度

(０３.２)

合計

パート・アルバイト

契約社員

嘱託社員

正社員

単位：名１．従業員数の推移

２．平均年齢の推移

◇上記は２００７年２月末日のデータであり、パート・アルバイト欄の人数は月１７２時間労働とした場合の人数です。
実在数は５,２３９名で、全従業員は１０,６４３名となります。

５．会社概況
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⑧株主の状況・株価推移

１.２１%

１.３１%

１.３５%

１.３８%

１.４５%

２.３７%

３.０５%

４.１８%

４.２１%

５６.１９%

所有比率

資産管理サービス信託銀行㈱（証券投資信託口）

スカンディナビスカ エルシンダ バンケン エーエス クライアンツ アカウント

イオン㈱

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口）

ゴールドマンサックスインターナショナル

イオンディライト従業員持株会

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン エス エル オムニバス アカウント

イオンディライト㈱

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口）

㈱マイカル

株主名

２４９,６００

２７１,９００

２８０,４００

２８５,１００

２９９,５８１

４９０,３００

６３０,５００

８６４,５００

８７２,０００

１１,６３０,９００

所有株式数

（株）

８

４

１０

９

７

６

５

３

２

１

順位

１．大株主の状況(上位１０社) 所有比率は発行済株式に対する比率

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

2005年3月 2005年4月 2005年5月 2005年7月 2005年8月 2005年10月 2005年11月 2006年1月 2006年2月 2006年4月 2006年5月 2006年7月 2006年8月 2006年9月 2006年11月 2006年12月 2007年2月

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

３．株価推移(２００５年３月１日―２００７年２月２８日)

(２００６.４.２０)

５５４,２００株

(２００６.３.３)

１,２８９円／株

(２００７.２.１)

３,４００円／株

内容

最大出
来高

最安値

最高値

項目

２．所有者区分（比率）

◇上記は２００７年２月末日時点のデータです。

証券会社０.４%

その他の

国内法人

５９.２%
外国法人
１３.７%

個人その他

１１.５%

自己株式

４.２%

５．会社概況

金融機関
１１.０%
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本日は、ご清聴頂きまして誠にありがとうございました。

ご意見・ご質問につきましては、下記にお願いいたします。

本日、ご説明した内容につきましては発表日当日（２００７年４月４日／５日）に入手可能な情報に基づき
作成したものであり、今後の様々な要因により業績予測につきましては、変更する場合がございます。

イオンディライト株式会社(証券コード：９７８７)

Ｉ Ｒ担当連絡先 部署名：コーポレートコミュニケーション部

責任者名： 倉 方(クラカタ)

TEL ０６－６２６０－５６３２

FAX ０６－６２６０－５６５３

又は、ホームページよりお問い合わせください。

Ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ａｅｏｎｄｅｌｉｇｈｔ．ｃｏ．ｊｐ

※FAXにてご送信される方は、

お名前とご返答用連絡先を必ずご記入ください。


